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2019 年 1 月 4 日 

 

受益者の皆さまへ 

三井住友アセットマネジメント株式会社 

 

弊社ファンド（外国株式投信）の基準価額下落について 

（1月4日の基準価額の変動要因についてのお知らせ） 

 

平素は格別のご愛顧を賜り、厚く御礼申し上げます。 

2019 年 1 月 4 日、以下のファンドの基準価額が前営業日比 5％以上の下落となりましたので、要因等につ
いてご報告致します。 

 

1.基準価額が前営業日比 5％以上下落したファンドの名称とその状況 

ファンド名
基準価額（円）

（2019年1月4日）
前営業日比（円）

（2018年12月28日比）
変動率

三井住友・中国Ａ株・香港株オープン　　　　　　　　　　　　　 11,945 -642 -5.10%
三井住友・Ａ株メインランド・チャイナ・オープン　　　　　　　 11,795 -627 -5.05%
三井住友・中国・台湾株式オープン　　　　　　　　　　　　　　 9,151 -487 -5.05%
ベトナム株式ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 16,696 -1,061 -5.98%
グローイング台湾株式ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　 8,558 -487 -5.38%
ＵＳテクノロジー・イノベーターズ・ファンド　　　　　　　　　 15,294 -874 -5.41%
グローバルＡＩファンド　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,356 -812 -6.17%
ＳＭＡＭベトナム株式ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　 8,847 -558 -5.93%  

2.基準価額の変動要因等について 

米アップルが 2018 年 10-12 月期売上⾒通しを下方修正したことや、ISM（米供給管理協会）製造業指
数の前月比⼤幅低下を受けて景気減速懸念が広がったことなどから、米国株式市場は 1 月 3 日に下落しまし
た。 

景気減速懸念はグローバルに波及し、アジアでは中国で発表された製造業 PMI（購買担当者指数）が軟
調だったことも嫌気され、1月2日から3日にかけて下落しました。台湾株式市場では、中国スマホ市場の減速が
続く中、米アップルによる売上⾒通しの下方修正を引き⾦に、スマホの部品や受託生産サービスを手掛ける企業
など IT 関連銘柄を中⼼に下落しました。 
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為替市場においては、世界景気の減速懸念などから年末から年始にかけて円⾼基調の相場展開となりました。
また米アップルによる売上⾒通しの下方修正を受けて投資家のリスク回避姿勢が⼀段と強まり、日本時間の1月
3日に米ドル・ユーロなどの主要通貨は対円で⼤きく下落しました。 

以上のように、米国をはじめとした各国株式市場の下落に加え、円⾼が⼤きく進んだことが基準価額の下落要
因となりました。 

 

3.今後の⾒通し 

今後の米国株式市場の⾒通しについては、短期的には米国の政治動向や米中貿易摩擦の状況を注視しな
がら値動きの荒い展開となると思われます。 

しかしながら、政治的な混乱要因が落ち着き、米中貿易摩擦問題の着地の方向性がみえてくるにつれて、堅
調な雇⽤市場などが市場の⽀援材料となり、徐々に値を戻す展開を予想します。 

以上 
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